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平成１６年（行ウ）第４３号 公金支出差止等請求住民訴訟事件 

原告 斎田友雄外１８名 

被告 群馬県知事外１名 

 

請求の趣旨の変更申立書 

 

                 ２００９（平成２１）年１月９日 

 

前橋地方裁判所民事第２部合議係 御中 

 

           原告ら訴訟代理人 

弁 護 士 福  田  寿  男 

ほか４１名 

 

第１  原告は請求の趣旨を次のとおりに変更する。 

１ 被告群馬県企業管理者は，八ッ場ダムに関し，次の各負担金を支出してはな

らない。 

（１）特定多目的ダム法第７条に基づく建設費負担金 

（２）水源地域対策特別措置法第１２条第１項第１号に基づく水源地域整備事業

の経費負担金 

（３）財団法人利根川・荒川水源地域対策基金の事業経費負担金 

２ 被告群馬県企業管理者が国土交通大臣に対し八ッ場ダム使用権設定申請を

取下げる権利の行使を怠る事実が違法であることを確認する。 

３ 被告群馬県知事は，八ッ場ダムに関し，次の各負担金および繰出金を支出し

てはならない。 

（１）河川法第６０条に基づくダム建設事業負担金 
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（２）群馬県企業管理者が特定多目的ダム法第７条に基づく建設費負担金を支出

するについて，これを補助するために行なう一般会計から水道事業特別会計

に対する繰出金 

４ 被告群馬県知事は，群馬県を代表して次の損害賠償請求をせよ。 

（１）債務者小寺弘之（平成１５年９月１０日から平成１９年７月２７日まで群

馬県知事の地位にあった者）に対し，金２３億３３１８万１４３９円ならび

に内金２億６９３９万８０００円に対する平成１６年９月１０日から支払

済みまで，内金２０億６３７８万３４３９円に対する平成２１年１月１０日

から支払済みまで，各年５分の割合による遅延損害金 

（２）債務者大澤正明（平成１９年７月２８日から現在まで群馬県知事の地位に

ある者）に対し，金１５億０７６０万０２８２円ならびにこれに対する平成

２１年１月１０日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金 

（３）債務者野口尚士（平成１５年９月１０日から同年１２月３１日までの間に

おいて群馬県企業管理者の地位にあった者）に対し，金１億９４８６万７８

１０円ならびにこれに対する平成１６年９月１０日から支払済まで年５分

の割合による遅延損害金 

（４）債務者関根宏一（平成１６年１月１日から同年９月９日までの間において

群馬県企業管理者の地位にあった者）に対し，金７億８１４５万０６９５円

ならびにこれに対する平成１６年９月１０日から支払済まで年５分の割合

による遅延損害金 

５ 訴訟費用は被告らの負担とする。 

第２ 変更の理由 

１ 本件住民訴訟は，八ッ場ダムに関する群馬県の負担金支出の差止めを求める

訴訟であるところ，訴訟提起後も，群馬県は各負担金の支出を行い続けている。 

同支出のうち、以下の各支出を行った群馬県知事個人に対する損害賠償請求

（前記請求の趣旨第４項（１）及び（２））について，その損害賠償請求額を

以下の金額のとおり変更する（平成２１年１月７日付被告ら上申書参照）。 

（１）債務者小寺弘之（平成１５年９月１０日から平成１９年７月２７日まで群
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馬県知事の地位にあった者）について 

ア 平成１６年９月１０日以前の１年間に支出された負担金及び繰出金 

① 河川法第６０条に基づく建設事業費負担金 

１３９万８０００円 

② 一般会計から水道事業会計への繰出金 

２億６８００万００００円 

③ 以上合計 ２億６９３９万８０００円 

イ 平成１６年９月１１日から平成１９年７月２７日までの間に支出され

た負担金及び繰出金 

① 河川法第６０条に基づく建設事業費負担金 

１７億０９３３万５４３９円 

② 一般会計から水道事業会計への繰出金 

３億５４４４万８０００円 

③ 以上合計 ２０億６３７８万３４３９円 

ウ 以上全合計 ２３億３３１８万１４３９円 

（２）債務者大澤正明（平成１９年７月２８日から現在まで群馬県知事の地位に

ある者）について 

平成１９年７月２８日から現在までの間に支出された負担金及び繰出金 

① 河川法第６０条に基づく建設事業費負担金 

１４億４５１０万０２８２円 

③ 一般会計から水道事業会計への繰出金 

６２５０万００００円 

③ 以上合計 １５億０７６０万０２８２円 

２ なお，群馬県企業管理者個人に対する損害賠償請求額も，本来であれば，本

件住民訴訟で差止めを求めたにもかかわらず支出された負担金額については，

差止め請求から，損害賠償請求に変更すべきところであるが，各歴代企業管理

者の個人責任追及が目的ではなく，群馬県にとって，八ッ場ダム建設の必要が
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ないことを明らかにし，これ以上の群馬県による公金支出が行われないように

することが，本件訴訟の目的であるため，あえて，損害賠償請求額の増額を求

める請求の趣旨変更はしないこととする。 

以上 


